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マサバ対馬暖流系群は主に日本，韓国，中国のまき網漁業により漁獲され，商業上重要な水産資源である．しかし，資源
の生態についてはいまだ不明な部分が多い．また資源状態は1990年代以降低水準にあり，より効果的な資源管理が求めら
れている．本稿では，分布回遊や系群，成熟など本資源の生態に関するこれまでの研究に加えて，漁業や資源評価など資
源管理に関する知見を整理し，今後さらに研究を進めるべきテーマについて検討した．より効果的な資源管理のためには，
加入量の変動メカニズムや回遊パターンの解明などとともに漁業の実態把握を国際的に協調して進めていく必要がある．
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Tsushima Warm Current stock of chub mackerel is a commercially important fishery resource that is caught mainly by 
purse seine fisheries of Japan, South Korea, and China. However, there are still many questions about the biology of 
the stock. Stock status has been at a low level since the 1990s and more effective resource management is required. In 
this paper, we made a review of resource management, such as fisheries and stock assessment, as well as the biology of 
this stock, such as distribution, migration, stock identification, and maturity. We also discussed topics that should be 
further studied in the future. In order to manage this stock more efficiently, it is necessary for Japanese scientists to 
conduct research together with scientists from related countries to understand the fisheries as well as the mechanisms 
of recruitment variability and migration patterns.
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はじめに
マサバScomber japonicusは古くから日本人に食べられてい
る魚であり，縄文時代の三内丸山遺跡からもサバ属の骨が
多数見つかるという（樋泉，2006）．現在では鮮魚として
流通するほか，干物や缶詰などの加工品，さらにマグロな
どの養殖魚の餌としての需要がある（岸田，1986）．また，
国内で利用されるだけでなく，アジアやアフリカなどに大
量に輸出されている．日本の2018年のさば類（マサバ・
ゴマサバ）の漁獲量が約54万トン（農林水産省大臣官房
統計部，2019）であるのに対し，輸出量は約25万トン（農
林水産省国際部，2019）である．
マサバは太平洋の亜熱帯・温帯海域に広く分布する

（Collette and Nauen, 1983; Collette et al., 2001）．日本周辺で
は，東シナ海，黄海，日本海に分布する集団と北西太平洋
に分布する集団に大きく分けられ，前者を対馬暖流系群，
後者を太平洋系群と呼び，それぞれの系群に対して資源評
価が行われている（黒田ほか，2019; 由上ほか，2019）．
本稿の対象であるマサバ対馬暖流系群（以降，本資源）

は，主に日本，中国，韓国のまき網漁業により漁獲され，
日本と韓国の年間漁獲量だけでも20万トンを超える商業
上重要な水産資源である．そのため，本資源の生態および
資源変動に関する知見は，基礎科学としてだけでなく，効
果的な資源管理を行ううえでも必要不可欠なものである．
我が国における本資源の研究史を振り返ってみると，組

織的な調査研究は1920年代から日本海を中心に各地の水
産試験場によって行われ，1950年代初頭には断片的では
あるが，分布回遊，生活史，食性などに関する基礎的な生
物学的知見がまとめられた（笠原・伊東，1953）．そして，
1950年代後半からは，対馬暖流開発調査 （1953–58年） など
を契機に，漁場開発と相まって，成熟や食性などの生態研
究がさらに進んだ （佐野ほか，1956; Shimomura and Fukata-
ki, 1957; 江波，1958; 松井・前田，1958; 西村，1958）．そ
の後，200カイリ時代を迎える1970年代から1980年代に
かけて，主に漁業データや漁獲物を対象とした研究が西海
区水産研究所を中心に進められ，分布回遊や系群識別，成
長といった資源動態の全容を解明するための基盤的知見が
おおよそ確立された（大川，1975; 大内，1978; 大内・濱崎，
1979; 飯塚・濱崎，1983; 1986）．さらに，国連海洋法条約
の発効を受け，資源管理への関心が高まった1990年代後
半からは，資源評価（Hiyama et al., 2002; 向・黒田，2018; 
黒田ほか，2019）に力が注がれるようになり，調査研究は
より大規模なものになった．特に2000年代以降は，資源
評価の高度化に向け，漁業情報の分析（Yasuda et al., 2014）
や生活史に関する研究（Shiraishi et al., 2008; Yukami et al., 
2009; 森脇・宮邉，2012）が拡充され，仔稚魚の分布と成
長 （Sassa and Tsukamoto, 2010）などの新たな知見も集まり
つつある．
本資源は我が国だけでなく，中国や韓国，台湾 （例Tzeng 

et al., 2007）でも研究されている．特に2010年代以降，中
国による研究事例は多く，遺伝的集団構造の解明（Yan et 
al., 2015; Cheng et al., 2014; Zhu et al., 2016）や生息域評価
（Chen et al., 2009; Li et al., 2014a; Gao et al., 2016）など多岐
にわたる研究が行われている．また，韓国では気候変動と
魚類群集の種組成の関連性について関心が高いようである
（Hwang and Jung, 2012; Jung et al., 2014）．
このように，本資源に関わる資源研究は脈々と着実に続

けられている．一方，近年日本船の漁場の北偏や外国船に
よる漁業の隆盛など資源管理を取り巻く状況は刻々と変化
している．このような漁場変化の要因や新たな漁業が資源
に与える影響を解明せよという社会的な要望はあるが，そ
れに応えるための科学的な研究基盤はいまだ脆弱である．
また，マサバ太平洋系群や本資源と同海域に生息するマア
ジ対馬暖流系群と比べても，組織的な研究，調査とも後れ
を取っている点が多い．そこで，本資源に関わる研究者が
一堂に会し，これまでの研究成果をまとめ，今後取り組む
べき研究の方向性を議論するために，2018年1月23日に長
崎市でシンポジウム「東シナ海・日本海におけるサバ類の
資源研究：現状と将来展望」（http://kurota.la.coocan.jp/doc/
nagasaki_saba_symposium.pdf, 2019年6月18日） が開催され
た．本稿では，シンポジウムでの発表，議論をもとに，そ
れぞれの研究分野について既往の知見と課題を整理し，今
後重視すべき研究課題についてまとめた．

分 類
マサバの研究を進める上で実際的な問題の一つは，近縁種
であるゴマサバS. australasicusとの種判別である．マサバ
に比べて，ゴマサバの方がやや暖水性が強く，より南に分
布するとされているが（Collete and Nauen, 1983），東シナ
海では産卵場や分布域，漁場の重なりが大きい．両種の識
別は成魚の漁獲統計を集めるうえでも，卵や仔稚魚の現存
量を把握するうえでも重要である．
成魚を識別する簡便法として第1背鰭棘数が用いられる

ことがあるが （岡田・松原，1938），棘数の分布は両種間で
重なり，明確に分離できない（村上・早野，1956）．その
ため，体側の縦走斑の有無（体背側面から延びる縞状模様
と独立した縦走斑がないのがマサバ）に加えて，尾叉長に
対する第1背鰭の最初の9棘の基底長の割合（判別指数；
12%以上がマサバで，12%未満がゴマサバ）で識別するこ
とが推奨されている（水産庁水産業関係試験研究推進会議
マサバ・ゴマサバ判別マニュアル作成ワーキンググループ，
1999）．この判別方法は稚魚に対しても適用可能であるこ
とが確認されている（佐々・小西，2014）．しかし，この
判別指数に基づく簡便法ですら，船上の大量の全漁獲物に
対して個体ごとに適用することは現実的には難しい．大中
型まき網漁業では，漁業者がマサバ・ゴマサバ別の漁獲量
を報告している．その判別精度に重大な問題があるとの指
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摘はこれまでにないが，不確実性の定量的な評価が今後必
要であろう．他の漁業も含めて魚種別漁獲量の精度をあげ
るためには，効率的なサンプリングに基づく漁獲量の推定
方法の開発が必要である．
仔魚の識別については，項部の黒色素胞（Ozawa, 

1984），尾部腹中線の黒色素胞数（矢部，1953），肛門前部
長–頭長関係（渡部，1970）により識別できるとされてきた．
しかし，佐々ほか（2014）がmtDNAにより種判別された
個体に対してこれらの形質の有効性を検証したところ，マ
サバとゴマサバ間で形質に差はあるものの，種を確実に識
別するには不十分であった．コストの問題はあるが，確実
な識別にはmtDNA分析などの分子生物学的な手法が必要
である．
卵の識別については，太平洋系群では卵径によりマサバ

（1.1 mm以下）とゴマサバ（1.1 mm超）を査定していたが
（西田ほか，2001），現在この査定方法の妥当性に疑念が生
じている（由上ほか，2019）．卵径は親魚の体サイズや栄
養状態，また環境により変化する可能性がある（西田ほか，
2001）ため，卵径による種判別がどの程度有効か検証する

必要がある．確実な同定には仔魚同様，分子生物学的な手
法が必要であろう．

分布回遊
まず成魚の分布回遊についてまとめる．本資源の分布は東
シナ海南部から日本海北部，さらに黄海東部に及ぶ （Fig. 1；
山田ほか，2007）．回遊の詳細については不明な点が多い
が，基本的に春夏には索餌のために北上回遊し，秋冬には
越冬・産卵のため南下回遊すると考えられている（Fig. 1；
飯塚・濱崎，1986; 長谷川，1989; 黒田ほか，2019）．この
ような季節回遊は標識放流結果（小川，1963; 大川，1975; 
長谷川ほか，1991）や商業船の操業位置データの分析結果
（Limbong et al., 1991; Yasuda et al., 2014）によっても支持さ
れている．一方，太平洋へ移動する個体も稀に観察される
（長谷川ほか，1991）など，本資源の分布・回遊は多様で
あることが想像される．
近年，商業船の操業位置と漁獲量が記録された漁獲日誌

（漁獲成績報告書） の分析により，本資源の分布とその規定
要因が明らかになりつつある．Yasuda et al. （2014） は1970– 

Figure 1.　Spatial distribution, spawning ground, fishing ground and migration of the Tsushima Warm Current stock of chub mackerel 
（modified from Iizuka and Hamasaki, 1986; Hasegawa, 1989；Kurota et al., 2019）. Thin black lines are 200 m isobaths. BS, YS, 

ECS, JS, PO, TWC, TS, KS and KP indicate Bohai Sea, Yellow Sea, East China Sea, Japan Sea, Pacific Ocean, Tsushima Warm 
Current, Tsushima Strait, Kyushu, and Korean Peninsula, respectively.



— 240 —

黒田啓行ほか

1990年代の日本の大中型まき網漁業の漁場変化を月別漁区
（30′×30′）別に分析し，本資源が東シナ海南部から日本海
西部まで季節回遊を行っていることを明らかにした．ま
た，分布は中長期的に変化し，1990年代の分布は1970年
代より北西に偏っていることを示した．その変化は黄海と
東シナ海の表面水温（15°Cの水温線の黄海からの張り出
し）の変化と相関があり，15°C線の張り出しが弱かった
1990年代には，本資源は黄海奥部にも分布した．さらに
水温の変化には北極振動や対馬暖流の流量などが影響して
いることが明らかになった．つまり，水温場や流動場が本
資源の分布を規定していると示唆された．
同様に，Li et al.（2014a）は中国の大型灯光利用まき網
漁業の操業日誌を分析し，この漁業は黄海から東シナ海南
部のマサバ漁場を季節的に使い分けていることを示した．
また，HSI（Habitat Suitable Index）モデルを用いた生息域
評価により，魚の分布は海面高度や表面水温の好適度に規
定され，これらの環境条件により分布の予測が可能である
ことを示した．Li et al. （2014a） が示した漁場データに関し
て，福若ほか（2017）は黄海の漁場は東シナ海の漁場とは
連続していないことから，黄海に分布するマサバは東シナ
海のものと回遊経路が異なる可能性があると指摘している．
Li et al. （2014a） の研究の他にも同様のHSIモデルを用いた
生息域評価に関する研究が中国では盛んである（Chen et 
al., 2009; Gao et al., 2016; Yu et al., 2018）．
このような水平方向の移動に加えて，鉛直移動に関する

知見が最近得られた．Yasuda et al. （2018）は深度と環境水
温が測定できるロガーをつけた放流魚25尾のうち一尾の
再捕に成功し，九州北西岸における日周鉛直行動を分析し
た．166日間の観察結果より，昼間はおよそ100–150 m深
まで潜航し，夜間に表層10–50 mまで浮上するという比較
的大きな鉛直移動が明らかになった．ただし，水温躍層が
明瞭な時期は，夜間でも海面まで浮上せず躍層下にとどま
ることがあり，生理的・運動学的な適水温を保ちながら鉛
直移動していることが示唆された．現時点では一尾のみの
結果であるが，遊泳深度や昼夜のパターンは変化に富んで
いるようである．
成魚に比べて，仔稚魚の分布と輸送過程に関する知見は

限られている．Sassa and Tsukamoto （2010）はmtDNAによ
り稚仔魚の種判別を行い，東シナ海南部におけるマサバの
仔魚の分布は，ゴマサバと比べるとやや北側に分布するこ
とを示した．好適水温帯はマサバの方が低いが，その範囲
は広く，マサバでは15–22°C，ゴマサバでは20–23°Cだっ
た．また成長速度はマサバのほうがやや遅かった．種間の
分布の違いはその後の仔魚期の輸送経路や生残過程に影響
する可能性が高い．実際，粒子シミュレーションでは種間
で輸送経路が異なることを示す結果が得られている（Li et 
al., 2014b）．Sassa and Tsukamoto （2010）の他に，台湾周辺
での仔稚魚の分布がまとめられている（丘，1999）．しか

し，前述のように，過去の仔稚魚研究は形態に基づき種判
別が行われているため，マサバとゴマサバが混同されてい
る可能性がある（佐々ほか，2014）．

系 群
マサバの系群構造については古くから多くの考察がなされ
てきた．例えば，大内・濵崎（1979）や飯塚・濵崎（1986）
は，漁獲統計（漁獲量，体長組成）と形態特性（背部担鰭
骨数，鱗，頭長–体長関係，成長など）に基づき，東シナ
海から日本海西部に分布するマサバの系群を4系群（境沖
亜群，九州西部系群，東シナ海南部系群，東シナ海西部系
群）に分類した．また，小西ほか（2001）の総説によれば，
系群構造については日本と中国の科学者間で相違があり，
当時の日本の研究者は東シナ海中部以北から山陰海域に分
布する九州西部系群と東シナ海南部に産卵場を持ち黄海ま
で分布する東シナ海西部系群の2系群があると考えてい
た．一方，中国の研究者は，五島西部・済州島南西部から
日本海あるいは黄海に分布する五島西部系群と東シナ海中
南部から黄海に分布する東シナ海西部系群の2系群がある
と考えていた（小西ほか，2001）．しかし，当時の議論は
形態の差異に基づくものが主であったため，議論は深化し
なかった．形態は遺伝だけでなく，環境によっても変わる
ためである．
その後2010年代に入り，分子遺伝学的手法による渤海，

黄海，東シナ海，南シナ海，太平洋におけるマサバの遺伝
的集団構造に関する研究が盛んに行われている．これまで
の研究によると，中国沿岸（東シナ海～南シナ海北部）の
集団と太平洋の集団（高知沖，八戸沖，北太平洋中部）に
は分化が認められている （Cheng et al., 2015; Yan et al., 2015）．
また，中国沿岸に着目すれば，渤海及び黄海北西部沿岸
（Cheng et al., 2015）と海南島南部沿岸（Zeng et al., 2012; 

Cheng et al., 2014）では他の地域と異なる系群の存在を示
唆している報告がある一方で，同じ系群であるとの報告も
ある （Yan et al., 2015）．福若ほか （2017） のマイクロサテラ
イトDNAによる分析によれば，東シナ海南部から対馬海
峡にかけて漁獲されたマサバに遺伝的な差は検出されず，
この海域に分布するマサバは1つの遺伝的集団に属すると
考えられた．この見解については，日中の研究者間でも合
意されている（日中マサバ共同研究作業部会，2017）．ま
た，東シナ海と日本海のマサバにも遺伝的違いがほとんど
ない（山田，未発表）ことから，対馬暖流系群を一つの遺
伝的集団とみなすことに問題はなかろう．
しかし，遺伝的には違いがみられなくとも，産卵場や発

生時期，回遊経路などが異なる集団が存在すると考えられ
る．鈴木・村田（2011）はマサバの寄生虫であるアニサキ
スの種組成（Anisakis simplex, A. pegreffii）の地理的変異に
着目し，太平洋岸では主にA. simplexが見られたのに対し
て，東シナ海，日本海沿岸ではA. pegreffiiが見られたこと
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を報告している．この結果は，宿主のマサバに太平洋と東
シナ海・日本海で異なる回遊集団が存在していることを示
唆している．これまでのところ，マサバの太平洋系群と本
資源との間に遺伝的な違いは報告されていないが，産卵
場，分布，回遊経路などは大きく異なると考えられるため，
漁業資源としては別の集団として扱うことが適切であろ
う．同様の観点から，対馬暖流系群内の詳細な集団構造を
明らかにすることは資源管理を行ううえでも重要な課題で
ある．
本資源と中国沿岸の集団を別の集団とするかどうかにつ

いてはさらなる遺伝的分析や分布回遊に関する研究が必要
だが，太平洋系群との区別と同様に，互いの産卵場及び分
布回遊域の重なりが小さければ，少なくとも漁業資源とし
ては別の集団として分けることが妥当であろう．特に，渤
海及び黄海北西部沿岸には本資源とは異なる産卵場がある
と考えられ（小西ほか，2001），また遺伝的（Cheng et al., 
2015）にも漁場の連続性（福若ほか，2017）の点からも，
渤海及び黄海北西部沿岸の集団は東シナ海の集団とは異な
る可能性が指摘されている．以上，これまでの知見をまと
めると，東シナ海・日本海周辺から太平洋にかけて資源管
理上の系群（集団）としては，中国沿岸，本資源，太平洋
系群の少なくとも3系群が想定できる．

年齢・成長
成長については，日本海（岡地，1955; 飯塚，1967），九州
西岸（大内，1978）とも古くから研究が行われてきた．大
内（1978）は胸鰭基底部の鱗を使った年齢査定から成長式
を推定した．しかし，鱗は漁獲の際に脱落しやすいなどの
問題があることから，Shiraishi et al. （2008）は耳石の表面
観察による年齢査定を試み，年に1度4–6月頃に輪紋が形
成されることから，耳石が年齢形質として有効なことを確
認した．そのうえで，以下のvon Bertalanffy式による年齢
（t）と尾叉長（Lt; cm）の関係を明らかにした．

Lt=40.6×｛1-e-0.372×（t+1.68）｝

この成長式は大内（1978）とほぼ同じであるが，太平洋系
群 （近藤，1966） と比較すると，本資源の方が1歳から2歳
にかけての成長速度が速いのが特徴である（Fig. 2）．この
違いは若齢期における生息水温と餌環境の違いによると考
えられている（Shiraishi et al., 2008）．これまでの本資源の
成長に関する研究をまとめると，成長は海域や年代などに
よってやや異なるが，ふ化後1年で尾叉長25–28 cm，2年で
29–32 cm，3年で33–35 cm，4年で36 cm，5年で37 cmに達
する．これまでのところ，太平洋系群で観察されているよ
うな資源増に伴う成魚の成長の遅延（Watanabe and Yatsu, 
2004; 由上ほか，2019）は本資源では報告されていない．
また寿命は漁獲物の年齢組成から6歳程度と考えられてい

る（黒田ほか，2019）．
最近の技術的な進展として，川島ほか（2017）が行った

耳石の横断薄片を用いたマサバ太平洋系群の年齢査定が挙
げられる．従来の耳石の表面観察による年齢査定では高齢
個体の年齢を過小評価する可能性が指摘されていた（林ほ
か，1995）．彼らによれば，横断薄片法はマサバの年齢査
定に有効であり，輪紋が鮮明に見えるなどのメリットがあ
る．漁獲物の年齢組成を調べるには大量の試料を効率よく
分析する必要がある．本資源についても，効率のよい年齢
査定方法と分析体制の確立が望まれる．

成熟・産卵
成熟年齢については過去から比較的多くの研究があり，ど
の年代でも成熟年齢は1–2歳とされている（江波，1958; 
大内・濵崎，1979; 飯塚・濵崎，1986）．また，これらの研
究において，成熟年齢に関する大きな雌雄差は報告されて
いない．現在の水産研究・教育機構による資源評価では，
白石 （未発表） に基づき，1歳で産卵に参加する個体が60%，
2歳では85%，3歳以上では100%と仮定されている（黒田
ほか，2019）．Shiraishi et al. （2009）によれば，1個体の雌
が約6日ごとに産卵すると考えられている．
産卵は東シナ海南部の中国沿岸から東シナ海中部，朝鮮

半島沿岸，九州・山陰沿岸にわたる広い海域で行われる
（Fig. 1；山田ほか，2007）．Yukami et al. （2009） は，東シナ
海から対馬海峡の沖合に生息する集団に関して，親魚は産
卵期に東シナ海から対馬海峡にかけて連続的に分布し，ま
た産卵に適した水温環境（16–22°C）も季節的空間的に連
続して形成されることを示した．産卵期は南部ほど早い傾

Figure 2.　Comparison of the von Bertalanffy growth curves 
between the Tsushima Warm Current stock （Shiraishi et al., 
2008） and Pacific stock （Kondo, 1966）.
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向があり，1–2月は東シナ海南部，3–4月は東シナ海南部か
ら九州西岸，5月は東シナ海中部から対馬海峡，6月は対馬
海峡から日本海西部で産卵すると考えられている（大内・
濱崎，1979; 飯塚・濱崎，1986; Ku and Tzeng, 1985; Yukami 
et al., 2009）．また，過去には日本海北部で3–4歳魚を主体
とする高齢魚が産卵し，特に石狩湾では6–7月に集中的な
産卵が見られたとの報告がある（佐野ほか，1956; 佐野・
田村，1958）．
このように産卵場は現在東シナ海南部から日本海西部に

かけて連続的に形成されているが，仔魚は東シナ海南部の
台湾北方沖を中心に集中的に分布しているため，この海域
が重要な産卵場の一つだと考えられている （Sassa and Tsuka-
moto, 2010）．Li et al. （2014b）は，この海域の流動は台湾
暖流と黒潮の影響を受けることから，その影響を考慮した
輸送モデルを用いて卵仔稚魚の輸送経路をシミュレートし
た．その結果，台湾北方海域に産卵された卵は，発育に伴
い北東方向に輸送され，稚魚として九州西方から対馬海峡
に到達する可能性が指摘された．
一方，2015年以降，5–6月を中心に九州北部から日本海

西部にかけてのさば類の産卵量が急増している（Fig. 3；
黒田ほか，2019）．この時期の当海域における漁獲量の多
寡を考えると，これらの卵の多くはマサバだと思われる．
日本海での産卵が系群全体の加入へどの程度寄与している
のかについては不明な部分が多く，資源量の増加や分布拡
大との関係の解明が今後求められている．

被捕食関係
対馬暖流域に生息する浮魚類の安定同位体比を調べたOh-
shimo et al. （2015）によると，マサバの栄養段階は同じ浮
魚類のマイワシやカタクチイワシなどよりやや高次であ
り，マアジよりやや低次であると推定されている．
具体的な餌生物については，顕微鏡観察による報告が散

見される．成魚については，オキアミ類，アミ類，カイア
シ類，端脚類，十脚類などの浮遊性甲殻類の他，サルパ類
やカタクチイワシなどの小型魚類を主に捕食することが知
られている （山下，1957; 西村1959; 岸田，1986; 飯塚・濱崎，
1986; 山田ほか，2007; Yoon et al., 2008; 森脇・宮邉，2012）．
また，魚類マイクロネクトン（ハダカイワシ類，サイウオ
類）の重要性を指摘する研究もある（田中ほか，2012）．
餌は季節によって異なり，日本海西部で調べられた際には
5–8月にイカ類や魚類を，11–12月に甲殻類を，それ以外の
時期にはサルパ類を主に捕食していた （森脇・宮邉，2012）．
このような食性の季節変化は主に生息場の餌生物の組成の
変化に起因すると考えられる（西村，1959; 森脇・宮邉，
2012）が，マサバ自身の餌の選択性が反映されている可能
性もある（森脇・宮邉，2012）．韓国南岸ではマサバは成
長するにつれて，より大型の餌を食べるようになり，魚食
性が強くなるとの指摘がある（Yoon et al., 2008）．
仔魚については，小沢ほか（1991）が甑海峡のサバ属仔

魚の胃内容物を調べ，小型の時期は枝角類や甲殻類卵を中
心に食べ，大型になるとOithonaや尾虫類を捕食すること
を報告している．またSassa et al. （2008）は，東シナ海中
南部で得たサバ属仔魚について，体長6 mm以下では主に
カイアシ類ノープリウス幼生を捕食するが，成長に伴いカ
ラヌス目カイアシ類のコペダイト幼生や尾虫類を捕食する
ことを報告している．稚魚期に関しては，山下（1957）が
3–5月に福岡，佐賀，長崎，鹿児島の湾内で得られたさば類
について，3月と4月にはカタクチイワシのシラスを，5月
にはカタクチイワシシラスに加えてアミ類や枝角類を食べ
ていたことを報告している．
このように本資源の餌生物については断片的な知見はあ

るものの，それが本種の成長や生残，加入量の変動とどの
ように連関するのかはいまだ不明である．マアジ対馬暖流
系群では加入量が生活史初期の餌料環境に影響を受けると
する研究例がある（Takahashi et al., 2016）．本資源につい
ても加入量に水温と餌環境が影響するという仮説が得られ
ている（佐々，未発表；後述）．今後，この仮説の検証に
向けての調査研究が必要と思われる．
捕食に比べると，被食に関する情報はさらに少ない．

Huh et al.（2006）は釜山周辺のサワラの主要な餌として，
マサバを報告している．特に，60 cm以上のサワラは，マ
サバを最も捕食していた．また，本資源の幼稚魚は魚食性
魚類に捕食されていると考えられる（黒田ほか，2019）．
Ohshimo et al. （2015）によると，マサバより上位の栄養段
階の生物として，サメ類や大型アジ科魚類（カンパチ，ヒ
ラマサ）などが挙げられているが，これらの種によるマサ
バの被食の実態は不明である．

漁 業
本資源の漁業に関する以下の記述は特に示さない限り黒田

Figure 3.　Egg abundance of Scomber spp. in three geographical 
regions: East China Sea （ECS or E）, Northwestern Kyushu 
（NWK or N）, and Japan Sea （JS or J）.
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ほか（2019）に基づく．
（1）漁法，漁場
現在，日本船による本資源の漁獲は，主に大中型まき網漁
業及び中・小型まき網漁業によるものである．このほかに，
日本海の中部以北では定置網で漁獲されている．かつて
1950年代には，はね釣りによる漁獲も多かったが，1960年
代以降衰退した（飯塚・濱崎，1983）．中国では主にまき
網，虎網，敷き網などにより漁獲され，韓国ではまき網に
よる漁獲が多い（松下，2013; 永沢，2019）．
日本のまき網漁業の現在の主漁場は，東シナ海東部，九

州北西岸，日本海西部である（Fig. 1）．かつては黄海や東
シナ海西部も日本船の主漁場であったが，200カイリ時代
以降，中国や韓国との競合や漁業協定のため，日本船によ
る漁獲はない．また済州島西部は本資源の好漁場として知
られていたが，2014年以降，日韓漁業共同委員会における
相互入漁条件に関する交渉の決裂や資源の減少により，日
本船の漁獲実績はほとんどない（永沢，2019）．2011年以
降の傾向として，九州北西岸及び日本海西部（対馬沖～隠
岐島周辺）での漁獲が増加する一方，東シナ海や五島沖で
の漁獲が減少している （Fig. 4）．盛漁期は2000年代までは
10月から翌年3月にかけてであったが，近年では10–11月
に東シナ海，五島沖での漁獲が振るわないため，12月以降
の日本海西部での漁獲が中心となっている．
漁場形成に関する研究は，前述のYasuda et al. （2014）や

Li et al. （2014a） などがあり，基本的には水温などの海洋環
境が重要とされる．今後はこの考えを発展させ，水塊の配
置や海底地形の影響など，より現実の海洋構造に即した分
析が必要であろう．
（2）漁獲量・漁獲努力量の推移
マサバとゴマサバは漁獲統計上区別されず，「さば類」と
して一括されることが多い．日本では，大中型まき網の漁

獲物については，マサバとゴマサバの比率が漁業者から報
告されているため，比率の報告に不確実性はあるものの，
マサバの漁獲量を直接算定できる．しかし，それ以外の日
本の漁業については，黒田ほか（2019）は北部ほどマサバ
の割合が高いとの仮定の下，両種の漁獲量を推定している．
日本船による本資源の漁獲量は，1970年代後半には30万
トン前後であったが，1990年代初めに15万トンほどまで
減少した （Fig. 5）．その後，1996年に41万トンにまで増加
したが，2000年以降，おおむね8–12万トンの低い水準で
推移している．
韓国のマサバの漁獲量は1990年代以降増加し，近年は日
本をやや上回ることが多い（Fig. 5）．中国のさば類の漁獲
量は，FAO （2018）によれば，2010年以降，50万トン前後
に増加し，それ以降この水準を維持している．ただし，こ
の漁獲量は北西太平洋全体における数字であり，またマサ
バとゴマサバの魚種別の漁獲量は不明である．東シナ海で
は2010年頃から虎網による漁獲が急増したと思われる（松
下，2013; 永沢，2019）が，漁法別の漁獲量も不明である
など，本資源を対象とした中国の漁獲統計には大きな不確
実性がある．
漁獲物の年齢組成（月別体長組成もしくは銘柄組成から

推定）に注目すると，現在の日本船の漁獲のほとんどは0
歳魚と1歳魚であり，尾数で見た場合，9割以上がそれらの
年齢に該当すると考えられている．この傾向は1990年代
以降に顕著となり，それまでと比べて，0歳魚の割合が高
まり，2歳以上の魚の割合が低下した（Fig. 5）．
漁獲努力量に関しては，東シナ海・日本海西部で操業す

る日本の大中型まき網漁業の操業回数は1980年代後半に過
去最多となったが，1990年以降減少が続いている．2016
年には過去最少を記録し，最盛期の3分の1以下となった．
これは廃業などによる漁船隻数の減少に加え，秋にマイワ
シやマサバを狙って太平洋に出漁する船が増えたこと（永
沢，2019）が主な理由である．

Figure 4.　Catch per unit effort of the Tsushima Warm Current 
stock of Japanese large- and medium-type purse sein fisher-
ies in four geographical regions: East China Sea （ECS or E）, 
Goto area （G）, Tsushima area （T）, and Japan Sea （JS or J）.

Figure 5.　Catch of the Tsushima Warm Current stock by coun-
try and catch proportion of age 0 and age 2+（modified from 
Kurota et al., 2019）.
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資源評価・資源管理
（1）資源評価
本資源を対象とした資源評価（資源量推定）は，水産研究・
教育機構 （主に西海区水産研究所）により1979年（水産庁
研究部ほか，1981；当時は「東シナ海及び日本海西部海域」
と「日本海」に分けて実施）より，毎年実施されている．
水産研究・教育機構による資源評価のほかに，定期的に実
施され，かつ結果が公開されている資源評価はないため，
ここでは2018年に実施された水産研究・教育機構による最
新の資源評価（黒田ほか，2019）に基づき，内容をまとめ
る．この資源評価では，日本と韓国の年齢別漁獲尾数とま
き網漁業の資源量指標値に基づき，1973年以降の資源量を
コホート解析（いわゆる tuned VPA）により推定している．
中国の漁獲に関しては，漁獲量がマサバ・ゴマサバ別に計
上されていないことや，直近年の漁獲量が得られないこと
などから考慮されていない．日本の年齢別漁獲尾数は1973
年以降，漁業別および府県別に算定され，大中型まき網に
ついては水揚げ港での入り数（サイズ）別漁獲量，その他
の漁業については水揚げ港での体長測定データに基づき年
齢が割り振られている．また，大中型まき網及び中・小型
まき網（日本海西部）の年齢別資源量指標値（CPUE）は，
2003年以降について，漁業者から報告された銘柄別漁獲量
と操業回数（大中型まき網）及び操業隻数（中・小型まき
網）に基づき算定されている．
最新の評価結果に基づくと，資源量は1989年まで100万

トン前後で比較的安定していたが，2000年以降は50万トン
前後に留まっている（Fig. 6）．近年の傾向として，2014年
以降，資源量はやや増加傾向にあり，2017年 （推定される
最近年） の資源量は59万トンと推定された．親魚量は1997
年に急減した後，低水準であるが，2015年以降，やや増加
傾向にあり，2017年は19万トンと推定された．漁獲割合
は1996年に急増し，その後2013年まで40–50%と比較的高
い水準で推移していたが，2014年以降やや低下し，2017年
は36%であった（Fig. 7）．再生産成功率（加入量／親魚量）
は年変動が大きいが，近年では2014年に高く，それ以降
は平均的である（Fig. 7）．親魚量と加入量の間に正の相関
があることから，最低限の加入を維持する親魚量の閾値
（Blimit; Fig. 8）として，1997年の親魚量水準（25万トン）
が設定されている．この基準によると，2017年の親魚量
はBlimitを下回っているため，資源水準は「低位」である
と考えられるが，直近5年間の資源量の推移から資源動向
は「増加」と判断されている．

Ichinokawa et al. （2017）によると，想定する再生産関係
によって値は異なるが，本資源の最大持続生産量（MSY）
達成時の親魚量（Bmsy; Fig. 8）は34–50万トン，漁獲割合
（Umsy） は28–36%と推定されている．これらの管理基準値
と最新の資源評価結果と比較すると，2017年の資源量（B）
は乱獲状態（B<Bmsy）で，漁獲の強さ（U）はやや過剰

漁獲（U>Umsy）という評価になろう．これまでのところ，
水産研究・教育機構による資源評価（黒田ほか，2019）で
は，BmsyやUmsyは推定されていない．
水産研究・教育機構による資源評価では，評価結果に基

づきTAC（漁獲可能量）の科学的根拠となるABC （生物学
的許容漁獲量；本資源の場合，日韓の合計値）が算定され
る．具体的には，複数の漁獲シナリオ（漁獲係数）に基づ
き，将来予測を行うことで，評価実施年の翌年のABCが
算定される．2018年の資源評価では，漁獲シナリオとして，
親魚量の増大（F30%SPR），親魚量の回復（Frec），現状の

Figure 6.　Biomass of the Tsushima Warm Current stock by age 
estimated by Kurota et al. （2019）.

Figure 7.　RPS （recruitment per spawning biomass） and exploi-
tation rate of the Tsushima Warm Current stock estimated by 
Kurota et al. （2019）.

Figure 8.　Stock-recruitment relationship between 1973 and 
2017 of the Tsushima Warm Current stock with Blimit 
（Kurota et al., 2019） and Bmsy （Ichinokawa et al., 2017）.
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漁獲圧の維持（Fcurrent）が想定され，それぞれのもとで
の2019年漁期のABC（20–31万トン）が計算された．なお，
2017年の日韓の総漁獲量は22万トンである．
水産研究・教育機構による資源評価のほかに，体長デー

タに基づく資源解析 （Limbong et al., 1988） や資源評価 （Wang 
et al., 2014）などがこれまで行われてきた．しかし，これ
らの解析は漁業情報が時空間的に限られるなどの制約があ
るため，簡便な評価にとどまっている．異なる資源評価モ
デルによる評価結果の比較は，評価結果の不確実性や妥当
性を把握するうえで重要であるため，新たなモデルの開
発，発展が期待される．
（2）資源管理
本資源の日本での管理は，大中型まき網漁業の漁場（海区
制）における操業許可隻数を制限するなど，長らく努力量
管理の形で行われてきた．これに加えて，1997年から全国
のマサバ，ゴマサバを合わせた「さば類」としてTACによ
る資源管理が実施されている．TACの配分に関して，大中
型まき網漁業に対しては農林水産大臣から，それ以外の漁
業については各都道府県の知事から，それぞれが管轄する
漁業にTACが配分されている（桜本，1998）．このTACは
ABCをもとに，社会経済的な状況などを考慮して毎年決
定されることになっている．かつてはABCを上回るTAC
が設定されることがあったが，さば類の場合，2009年以降
この問題は解消している．ただし，本資源の場合，資料が
確認できる2010年以降に関して，毎年複数提示されるABC
のうち，量が最も多いABCに基づきTACが設定されている
（http://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/s_koukan/index.html, 2019
年6月18日）．
このような国主体の管理に加えて，2009年度から2011年
度の間，小型魚保護を目的として，日本海西部・九州西海
域マアジ（マサバ・マイワシ）資源回復計画（http://www.
jfa.maff.go.jp/j/suisin/s_kouiki/nihonkai/pdf/n19-2-10-1.pdf, 
2019年6月18日） が漁業団体主体で実施された．小型魚を
主体とする漁獲があった場合，大中型まき網漁業に対して
は集中的な漁獲圧をかけないよう速やかな漁場移動を求め，
中・小型まき網漁業に対しては団体ごとに一定日数の休漁
や水揚げ日数制限などの漁獲規制を行った．これらの取り
組みは2012年度以降も，新たな枠組みである資源管理指針・
計画である 「日本海西部・九州西海域マアジ （マサバ・マイ
ワシ） 広域資源管理方針」（http://www.jfa.maff.go.jp/kyusyu/
sigen/attach/pdf/kouikihoushin-12.pdf, 2019年6月18日）の下
で継続されている．しかし，これらの施策がどの程度資源
回復に効果があるのかという問いに対して科学的な評価は
これまで行われていない．マサバ太平洋系群に対しては，
多くの水揚げがあった後の休漁が資源回復に正の効果をも
たらすことが科学的に示されている （Ichinokawa et al., 2015）．
本資源の資源評価では，若齢魚に対する漁獲圧緩和が資源
量を増大させ，CPUEの増加につながることが予測されて

いる．TAC以外の管理方策に関しても，社会経済学的な視
点を含めた，より現実的な条件下での検討が今後必要であ
ろう．
韓国では1999年より日本と同様にTACによる管理が行
われている（宋，2005）．これに加えて，2016年以降，資
源保護のため，小型魚 （体長21センチ以下） の漁獲制限と
休漁が実施されている （http://www.nifs.go.kr/lmo/scb/index2.
lmo, 2019年6月18日）．中国での資源管理の実態は不明な
部分が多いが，本資源に対するTAC管理は実施されていな
い．2009年以降，資源保護のため，中国政府による夏季
休漁が実施されているが，2016年より休漁期間が延長され
るなど漁獲規制が強化された（日中海洋生物資源専門家小
委員会，私信）．また，2018年より小型魚（尾叉長22セン
チ以下）の漁獲制限が実施されているとの情報がある（中
華人民共和国農業部通告2018-3号）．

今後の課題
これまで紹介したように，本資源の生態や資源評価に関す
る知見は着実に蓄積され続けている．しかし一方で，資源
の持続的な有効利用という観点からは，まだ不十分な部分
も多い．今後重視すべき研究課題について整理した．
（1）加入変動メカニズムの解明
本資源の動態は加入変動に強く依存している （黒田，2016）．
加入量は親魚量（産卵量）の他に，漁獲加入前の環境要因
に強く影響を受けていると考えられる．タイセイヨウサバ
（Robert et al., 2007; Castonguay et al., 2008）やマサバ太平洋
系群 （渡部，1970; Kamimura et al., 2015） などの先行研究で
は，加入量の増減を決める要因として，仔魚期の生残過程
が重要であると指摘されている．これらの資源では，特に
仔魚期の水温や餌密度が仔魚の成長速度に影響し，その後
の仔魚の生残を決めると考えられている．
佐々（未発表）の分析によれば，本資源の東シナ海南部

の仔魚密度と初期成長速度は年によって異なり，これらの
要因により加入量の年変動の一部は説明できそうである．
つまり，「成長の良い仔魚がどれだけいたか」が本資源の
加入量変動を決めているという仮説が成り立つ．これまで
のところ，本資源の仔魚の成長速度は，餌料環境と水温に
影響を受けていることが明らかになりつつある（佐々，未
発表）．資源の初期生残と水温との関係については，いく
つかの魚種で研究が進んでおり，例えばマアジ対馬暖流系
群においては，マアジの好適水温帯面積の経年変化が東シ
ナ海大陸棚上に着底するマアジの稚魚密度の変動とよく一
致することが示されている（山田・渡邊，2011）．同様の
メカニズムがマサバについても想定される．
このような仮説を検証し，加入変動のメカニズムを解明

するために，卵，仔稚魚（標準体長30 mm以下），幼魚（標
準体長30–80 mm），漁業に加入したばかりの0歳魚（標準
体長20 cmほど）の資源動向をそれぞれ把握する必要があ
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ろう．特に，本資源の幼稚魚期の分布については知見が不
足しているため，採集方法や調査時期などについての検討
がまず必要である．また本資源の漁業は0歳魚に強く依存
しているため （Fig. 5），漁獲加入を的確に把握するという意
味でも，漁期前の幼稚魚調査には価値がある．現在，対馬
暖流域の浮魚類の調査として，2–6月にニューストンネッ
トとボンゴネットを用いた新規加入量調査 （Sassa and Tsuka-
moto, 2010; Takahashi et al., 2016），5–6月に中層トロール網
による加入量調査及び着底トロール網による資源量直接推
定調査（Takahashi et al., 2012），8–9月に中層トロール網と
計量魚群探知機による魚群分布調査 （Ohshimo, 2004）など
が行われ，さらに周年にわたり改良型ノルパックネットを
用いた卵稚仔調査（大関，2014）が実施されている．これ
らは主にマアジやイワシ類を対象とした調査であるが，マ
サバが採集されることも多い．これらの既存の調査データ
の解析を進めながら，本資源を主対象とした新たな調査を
開始するのが現実的な対応であろう．
マサバ太平洋系群では，加入変動に影響する要因として，
仔魚の成長速度に加え，親魚の成熟年齢や産卵時期などの
繁殖特性が重要であるとの報告がある （渡邊，2010）．また，
水温の影響は親魚（低温ほど加入増）と仔魚（高温ほど加
入増）で異なることや，黒潮流路などの海洋レジームの変
化に伴い加入変動を決める要因も変化すること （Kaneko et 
al., 2019; Yatsu, 2019）などが明らかになってきた．本資源
に対しても，このような観点からの分析が望まれる．
加入の変動要因を探る別のアプローチとして，資源評価

から算定される加入量と環境要因との関係を統計的に分析
する方法がある．本資源の再生産成功率は，1991年以降
に比較的高く，また変動幅は2004年以降に増大している
（黒田ほか，2019）．これらの再生産成功率の対数と親魚量
に直線関係を当てはめ，直線からの残差と2月の東シナ海
中部の海面水温を比較すると，残差と海面水温には負の相
関が見られる（黒田ほか，2019）．このことから，水温に
代表される海洋環境が加入量に影響を与えていると考えら
れている．ただし，近年の中では再生産成功率が高かった
2014年は冬季の水温が特に低かったわけではないなど，い
つどこの海洋環境がどのように加入に関与しているのかに
ついては不明な点が多い．さらに，加入量変動には決定論的
な要因のみならず，確率的な変動も重要であるため（Bailey 
et al., 2005），より長期のデータ分析が必要であろう．日本
海における加入の寄与度の評価も含めて，加入の時空間変
動の実態とメカニズムの解明は今後の大きな課題である．
（2）成長に伴い変化する分布回遊の把握
加入量変動の把握とも共通する問題であるが，本系群内の
個体群構造についてはいまだ不明な点が多い．すなわち，
いつどこで生まれた集団が，どのように系群全体の個体群
動態や漁業に寄与しているのか，よくわかっていない．例
えば，2010年代以降，東シナ海での漁獲が振るわない一

方，対馬沖や島根沖での漁獲が増えている （Fig. 4） が，こ
の現象が魚の分布が北上した結果なのか，それとも局所的
集団の盛衰によるものなのか，それとも漁船が沖の遠い漁
場に行かなくなったなど社会経済的な要因によるものなの
か，ほかの可能性も含めて，判断がつかない．また，漁獲
物の年齢組成の変化を見ると，1990年代以降，大型魚の漁
獲があまり見られなくなった （Fig. 5） が，これが成長乱獲
によるものか，漁業の選択性の変化によるものか，それと
も高齢魚の分布回遊の変化によるものか，不明である．産
卵魚の年齢組成の変化は加入動態に影響を与える可能性が
ある （渡邊，2010）．日本海北部でも多くの漁獲があった時
代 （1970–80年代） なども含めて，長期的な漁獲データを精
査することで，系群内の構造や回遊について情報が得られ
るかもしれない．このような漁獲データに基づくアプロー
チは古くから取られてきたが（飯塚・濱崎，1983），現在
ではさらに高度化した統計手法が開発され，より客観的な
解析が可能になっている（Ichinokawa et al., 2014; Thorson 
et al., 2015）．
また，分布・回遊を直接的に調べる手段として，標識放

流がある．本資源に対しても，1920–40年代（松下・伊東，
1952; 木村，1953; 笠原・伊東，1953），1950年代（町中，1960; 
辻田，1961; 児島，1962），1960年代前半（小川，1963），
1970年前後（大川，1975），1980年代後半（長谷川ほか，
1991），2000年代後半（小西，私信）など，何度か大規模
な標識放流が行われている．小川（1963）によれば，戦前
の標識再捕率は漁獲圧が低かったせいか戦後に比べて低い
ものの，1年を超える長期再捕が多かった．そのため，広
域の分布回遊を調べるにはいまだ有用な情報が含まれてい
るかもしない．標識再捕データは回遊パターンだけでなく，
漁獲圧の推定などにも利用できる（Kurota et al., 2009）．過
去の標識データの利用可能性を検討する必要があるが，過
去のデータを再解析することも一案だろう．
さらに，近年では本資源に対してもアーカイバルタグな

どの電子標識が利用され始めた（Yasuda et al., 2015, 2018）．
標識が高額であるため放流数が限られるという問題はある
が，標識魚が再捕されれば，詳細な回遊経路や周辺の環境
条件などについて，多くの情報が得られる．特に，本資源
の場合，漁獲情報が限られる夏季の分布回遊に関する知見
は限られている（長谷川ほか，1991）が，電子標識はこの
問題を解決する最適な方法である．電子標識の活用は，分
布回遊の解明だけでなく，漁場形成やCPUEの解釈などに
も新たな知見をもたらす可能性がある．
本資源の生態調査を進める上で現実的な障害の一つは，

分布域が多国間にまたがるため，外国との調整がつかない
場合，調査海域が自国に限られてしまうことである．例え
ば，本資源の東シナ海における産卵場は台湾及び中国沿岸
にも及ぶが，それらの海域での調査は現在では難しくなっ
ている．このような問題の解決のため，今後は関係国間で
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の国際共同調査や共同研究の進展が不可欠である．
（3）資源評価
資源評価における大きな課題の一つは，生態調査同様，外
国船の漁獲情報が不足している点である．本資源は，中国
や韓国などによっても漁獲されている．特に，中国漁船に
よる漁獲の影響は大きいと思われるが，中国の漁獲量およ
び漁獲努力量の具体的な数値が得られていないため，資源
評価ではそれらの影響を考慮できていない．資源評価，管
理に当たっては，漁獲量や漁獲努力量などの情報を各国間
で共有する仕組みを早急に整備する必要がある．現在，日
中漁業共同委員会において，共同資源評価の実施を日本側
は提案しているが，具体的な進展はない．また，水産研
究・教育機構では，東シナ海における外国漁船による漁獲
努力量を独自に算定するため，2014年度より人工衛星夜間
可視データを用いて外国漁船の動向を把握する取組みを
行っている（黒田ほか，2019）．韓国は，魚種別の漁獲量
を公表している（http://www.fips.go.kr, 2019年 6月 18日）．
しかし，2016年7月以降，日韓漁業共同委員会で相互入漁
条件に合意できないなど，漁業に関する協議が停滞してい
るため（永沢，2019），詳細な漁獲情報の入手は難しいの
が現状である．
日本の漁獲データについても，いくつか改善すべき点が

ある．一つは，マサバとゴマサバの漁獲量の分離が沿岸漁
業では難しい点である．現在の資源評価では，沖合での大
中型まき網漁業のマサバ・ゴマサバ割合を参考に，各県の
さば類の漁獲量に県ごとにあらかじめ定めたマサバ・ゴマ
サバ割合（黒田ほか，2019）を掛けることで算定している
が，現実のマサバ・ゴマサバ割合は毎年変動すると考えら
れるため，この算定方法には限界がある．一つの解決策と
して，鹿児島県では主要水揚げ港で各船のマサバ・ゴマサ
バ割合を漁業協同組合が聞き取ることで，魚種別の正確な
漁獲量が把握できるようになった．データ収集に使える予
算及び人的資源には制約があるが，このような地道な取り
組みが系群全体に広がることが期待される．もちろん漁業
者から魚種別の漁獲報告を直接得られれば，より効率的な
データ収集が可能になる（スマート水産業；http://www.jfa.
maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/h29_h/trend/1/t1_1_4_4.html, 2019
年6月18日）．
もう一つの問題として，年齢別の漁獲情報に関する不確

実性が挙げられる．コホート解析では年齢別の漁獲尾数や
資源量指標値を使っているが，これらを計算する際，銘柄
などやや大雑把なサイズ情報を年齢に変換しているため，
推定された年齢については不確実性が存在する．この問題
を解決するためには，耳石による年齢査定や市場での体長
データ収集の充実など，精度の高い年齢情報を効率よく収
集する仕組みを構築する必要がある．また，別のアプロー
チとして，マサバ太平洋系群では年齢別漁獲尾数の観測誤
差を考慮できる状態空間資源評価モデル （SAM: State-space 

stock Assessment Model）による資源評価が検討されている
（由上ほか，2019）．このアプローチを拡張すれば，体長– 
年齢変換の不確実性を考慮できる資源評価統合モデル（例
えばStock synthesis; Methot and Wetzel, 2013）を活用するこ
とも考えられる．
年齢に関係する別の問題として，1年を暦年で集計するか，
漁期年（本資源の場合，7月–翌年6月）で集計するかとい
う問題もある．現在の水産研究・教育機構による本資源の
資源評価は，暦年集計に基づいている（黒田ほか，2019）．
向・黒田（2018）は漁期年集計に基づく本資源の資源評価
を行い，漁期年集計では0歳魚の漁獲尾数が8割以上にな
ること，推定された資源量の年変化は暦年集計と大きな差
はないこと，漁期年集計の方が資源量の過大推定（後述）
が起こりにくいが，稀に大きなバイアスを生むことなどを
明らかにした．データの入手可能性などいくつか課題は
残っているが，管理上の漁期との整合性の高さなど漁期年
集計に基づく資源評価には利点も多い．
本資源の資源評価に関しては，最近年の資源量が過大推

定される傾向にあると指摘されている（平松，未発表）．
この分析によれば，過大推定はCPUE（資源量指標値）を
使った漁獲死亡係数の推定（いわゆるチューニング）に起
因しているようだ．さらに，チューニングがバイアスを生
む原因として，近年のCPUEが見かけ上高くなっている可
能性が挙げられている．資源量の増減以外に，漁船数の減
少や操業海域の縮小など操業形態の歴史的変化がCPUEの
解釈に影響を与えているのかもしれない．解決策として，
漁獲効率の上昇などを資源評価モデルに導入することや，
操業形態の変化を考慮してCPUEを標準化することなどが
考えられる．また，漁業から独立した情報として，科学調
査による資源量指標値の開発も必要であろう．
（4）資源管理
本資源の管理の問題として，さば類のTACが本資源とマ
サバ太平洋系群，ゴマサバ太平洋系群，ゴマサバ東シナ海
系群の4系群を合わせた「さば類」として設定されている
点が挙げられる．マサバとゴマサバは同所的に分布するこ
とが多いため，選択的な漁獲が難しいという管理上の困難
さがあるのは確かである．しかし，本資源の資源動態が他
の3系群と同じであるとは考えにくいため，それぞれの資
源状態に応じて適切に管理する必要がある．2019年漁期
より，TACは日本海側（対馬暖流・東シナ海系群）と太平
洋側（太平洋系群）に分けて，海域別に設定されることに
なった（http://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/s_koukan/attach/pdf/
index-71.pdf, 2019年6月18日）．これにより管理に一定の
改善が期待されるが，マサバとゴマサバを合わせたTAC
が設定されるという問題は残ったままである．
また，本資源に限らず，日本の沿岸資源共通の問題とし

て，管理の目標が明確に定量化されていないという問題が
ある（市野川・渡邊，2018）．本資源は資源量が低位にあ
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ると評価されているため，資源を早急に回復させることが
推奨されているが，いつまでにどの水準に回復させるべき
かということに関して，社会的に合意された目標がない．
そのため，管理の効果については，評価が曖昧になる可能
性がある．この問題に関して，2018年12月に漁業法が大
幅に改正され，MSYが得られる資源量（Bmsy）を目標管
理基準とすることが明記された．現在この新たな管理の実
施に向けた検討が加速している．想定外の加入変動など資
源管理では予想だにしなかったことが起こる場合がある
（黒田ほか，2015）．社会的な混乱を避ける意味でも，事前
に様々な事態を検討したうえで，新しい管理方策を導入す
る必要がある．
これまでの本資源の管理に関する議論は基本的に単一種

管理を前提としているが，将来的には視点を広げて，複数
種一括や生態系を考慮した管理についても考えてみる必要
があろう （米崎・牧野，2016）．近年注目されている 「漁業
における生態系アプローチ」は，生態系を構成する生物・
非生物・人類に関する知識やそれらの相互作用を考慮した
うえで，漁業活動を多様な社会の目的にバランスさせるこ
とである（FAO, 2003）．そのためには生態系の動態を記述
する生態系モデルによる検討が有効だが，本資源の場合，
海洋環境の影響や生物間相互作用（被食–捕食関係，競争
関係）の定量化など，その開発に向けての課題はまだまだ
多い．近年複数の時系列データから因果関係を推定する解
析手法の発展が目覚ましく，マイワシとカタクチイワシの
資源動態における種間相互作用や環境要因との関係の分析
が進んでいる（Sugihara et al., 2012; Nakayama et al., 2018）．
このようなアプローチも生態系の動態を理解する一助とな
るだろう．また，漁業活動の社会的な目的を論ずるのであ
れば，漁業を社会経済的観点から分析する必要もあるだろ
う．生態系アプローチに関する分析の一部は，水産研究・
教育機構のSH“U”Nプロジェクトの中で本資源に関しても
結果がまとめられた（水産研究・教育機構，2019）が，今
後も分析を深める必要がある．本資源を漁獲する代表的な
漁業である大中型まき網漁業は季節に応じて，マアジやゴ
マサバ，ブリ，クロマグロなどを漁獲することが知られ，
さらに最近では東シナ海，日本海だけでなく，太平洋での
操業許可も持つ船団が秋・冬季の一時期に太平洋で操業す
るようになってきている（永沢，2019）．操業の最適化，
産業の永続性，生態系の持続可能性などの面から，どのよ
うな管理が望ましいのか幅広い利害関係者を交えた議論が
必要であろう．
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